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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第113期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第112期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 25,057 19,806 103,622

経常利益 (百万円) 1,925 2,148 7,899

四半期（当期）純利益 (百万円) 1,498 1,216 5,031

純資産額 (百万円) 41,460 42,550 40,013

総資産額 (百万円) 100,648 93,920 91,776

１株当たり純資産額 (円) 570.90 584.12 550.49

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
(円) 21.77 17.69 73.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
(円)

―

（注）３

―

（注）３

―

（注）３

自己資本比率 (％) 39.0 42.8 41.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △223 2,064 4,074

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △827 △562 △1,634

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,385 △363 △711

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 8,102 10,049 8,591

従業員数 (人) 2,297 2,357 2,353

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,357　(206)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第１四半

期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 401 　(80)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外

数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

塗料関連事業（船舶用塗料） 10,295　 △7.9　

塗料関連事業（工業用塗料） 1,982　 △13.7

塗料関連事業（コンテナ用塗料） 105　 △97.6

塗料関連事業合計 12,383　 △30.6

その他の事業 ―　 ―

合計 12,383　 △30.6

　（注）　金額は、製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　一部の特殊品を除いて販売予量に基づく見込み生産を行っております。

 

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

塗料関連事業（船舶用塗料） 16,842　 4.7　

塗料関連事業（工業用塗料） 2,686　 △19.9

塗料関連事業（コンテナ用塗料） 182　 △96.7

塗料関連事業合計 19,711　 △20.9

その他の事業 94　 △28.4

合計 19,806　 △21.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間における世界経済は、各国の政策協調により最悪期は脱しつつありますが、回復の足

取りは鈍く、本格的成長局面に転じるには、まだ相当程度の期間を要するものと思われます。

こうした中、当社グループを取り巻く経営環境と致しましては、船舶用塗料については、新造船における手持ち工

事の消化に加え、海外での修繕船向け出荷が依然として堅調であったことから底堅い売上を確保することができま

した。一方、工業用塗料およびコンテナ用塗料は厳しい事業環境が続いており、とりわけコンテナ用塗料について

は、昨秋の急激な落ち込み以来、回復の兆しは見えておりません。

また、一旦は下落した原油・ナフサや銅・亜鉛等の原材料価格は、経済の回復に先行して上昇傾向に転じており、

今後の当社製品原価への影響について、予断を許さない状況です。

このような経営環境のもと、当第１四半期連結会計期間の当社グループの売上高は、コンテナ用塗料出荷の大幅

な減少と円高の影響により19,806百万円（前年同四半期比21.0％減）となりました。しかしながら、営業利益はコ

スト削減効果や不採算取引の抑制により2,109百万円（同7.1％増）となり、経常利益は2,148百万円（同11.6％

増）、四半期純利益は法人税等が増加したことなどにより1,216百万円（同18.8％減）となりました。

 

①　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

Ａ　塗料関連事業

船舶用塗料は、国内、海外において新造船、修繕船ともに堅調であったことを受け、需要が底堅く推移したこ

とから販売量は増加しました。 

コンテナ用塗料は、海上コンテナ需要が昨秋に急落して以来復調の兆しが無く、塗料販売量は大幅減となり

ました。

工業用塗料は、国内、海外において市況の低迷により出荷量は低下しました。 

その結果、塗料関連事業の売上高は19,711百万円（同20.9％減）となりました。一方、営業利益はコスト削減

効果や不採算取引の抑制により2,445百万円(同6.3％増）となりました。 

Ｂ　その他の事業 

その他の事業の売上高は94百万円（同28.4％減）となり、営業利益は57百万円（同26.9％減）となりまし

た。 

 

②　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

Ａ　日本

工業用塗料は市況の低迷が続き出荷量が減少しましたが、船舶用塗料において主に新造船の好調により出荷

量が増加したことから、売上高は10,771百万円(同4.2％増）となりました。営業利益は出荷量の増加に加え、コ

スト削減等が奏功し1,343百万円（同87.9％増）となりました。

Ｂ　アジア

中国および韓国において主として新造船向け船舶用塗料の出荷が好調であった一方、コンテナ用塗料の需要

が急減し、更には円高による影響から売上高は7,212百万円(同41.8％減）となりました。営業利益は売上減に

伴い894百万円（同22.2％減）となりました。

Ｃ　その他

欧州での船舶用塗料需要が底堅く推移したものの、円高による影響から売上高は1,822百万円（同21.8％

減）となりました。営業損失は原価率上昇などに伴い224百万円（前年同四半期は営業損失80百万円）となり

ました。 
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(2）財政状態の分析

当第１四半期末の総資産は前連結会計年度末に比べ2,144百万円増加の93,920百万円となりました。１株当たり

純資産額は前連結会計年度末に比べ33.63円増加の584.12円となりました。

①　資産

流動資産は前連結会計年度末に比べ1,136百万円増加の61,765百万円となりました。主な要因は、現金及び預金

の増加（1,490百万円）であります。

固定資産は前連結会計年度末に比べ1,007百万円増加の32,154百万円となりました。主な要因は、投資有価証券

の増加（657百万円）や有形固定資産の増加(454百万円)であります。

②　負債

流動負債は前連結会計年度末に比べ457百万円減少の43,894百万円となりました。主な要因は、支払手形及び買

掛金の減少（1,843百万円）であります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ65百万円増加の7,475百万円となりました。主な要因は、繰延税金負債の増

加（108百万円）であります。

③　純資産

純資産は前連結会計年度末に比べ2,536百万円増加の42,550百万円となりました。主な要因は、四半期純利益の

計上などによる利益剰余金の増加（735百万円）や為替換算調整勘定の増加（1,125百万円）であります。

  

(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は10,049百万円と前年同四半期に比べ1,947百万円の増

加となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

仕入債務が減少したものの、売上債権の回収が進んだこと、たな卸資産や法人税等の支払額が減少したことなど

により、前年同四半期に比べ2,287百万円増加し2,064百万円のプラスとなりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

子会社の株式の取得による支出がなかったことなどにより、前年同四半期に比べ264百万円増加し562百万円のマ

イナスとなりました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金による資金調達が減少したことなどにより、前年同四半期に比べ1,748百万円減少し363百万円のマイ

ナスとなりました。　

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。詳細につきましては、当社ウェブサイト

（http://www.cmp.co.jp）に記載の「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入につい

て」をご参照ください。

　

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社の企業価値を今後も一段と高めていくためには、株式上場会社として市場における当社株式の自由な取引

を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の

利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の

大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきと考えています。

しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることが

できない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう恐れのあるものや、当社

グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもあり得ます。

そのような提案が出された場合には、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様

のため必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えます。
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②　基本方針の実現に資する取組み

当社は、多数の投資家の皆様に長期的に当社に投資を継続して頂くために、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を向上させるため、高い機能性や作業性を有する環境配慮製品の開発や品質マネジメントシステムの継続

的改善に取組む他、グローバル化の推進、化学物質管理体制の構築を進めるとともに、安定的かつ継続的に企業の

成長に見合った利益還元を行うことを基本方針としております。また、ステークホルダーの信頼を高め、社会的責

任を全うするため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要な課題として取組んでおります。これら全

ての取組みは上記①の基本方針の実現にも繋がるものと考えています。

　

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み　

当社は平成21年６月25日開催の第112回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、「当社株式等

の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入いたしました。本買収防衛策は、特定株主グループの

議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株式等の買付行為、又は特定株主グループの議決権割合が結

果として20％以上となる当社株式等の買付行為を対象とし、かかる買付行為を行う者（以下、「買付者等」とい

います。）が遵守すべきルールを設けるとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることを予定するもので

す。

具体的には、(ⅰ)買付者等に対して、事前に必要かつ十分な情報提供を求め、(ⅱ)株主の皆様がその妥当性を適

切に判断いただくため、当社取締役会が意見や代替案を提示する機会を確保し、(ⅲ)買付者等がルールを遵守し

ない場合、または買付者等の提案が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合に

は、当社取締役会から独立した社外有識者３名以上で構成される独立委員会の勧告を最大限尊重するかたちで、

対抗措置をとることを予定しております。

有効期間は、平成24年６月開催予定の定時株主総会終結の時までですが、当該有効期間の満了前であっても、当

社の株主総会決議によって変更又は廃止し得るものであり、また当社取締役会決議によりいつでも廃止可能なも

のとしております。　

　

④　上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

上記②の取組みはまさに基本方針に沿うものであり、上記③の取組みは、

・当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されていること。

・株主総会の承認により導入され、またその後の株主総会決議により変更又は廃止し得るものであり、株主の皆

様の意思が十分反映される仕組みとなっていること。

・独立委員会の勧告を重視し、合理的かつ客観的発動要件を設けることにより当社取締役会の恣意的判断を排す

るとともに、情報開示により透明な運営が行われる仕組みを確保していること。

・当社取締役会によりいつでも廃止することができ、取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお発動を阻止

できないものではないこと。

などから、企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則及び必要性・相当性確保

の原則を充足しており、高度の合理性を有しております。よって、基本方針に沿い、かつ当社の企業価値・株主共

同の利益に資するものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　 

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は471百万円であります。

EDINET提出書類

中国塗料株式会社(E00897)

四半期報告書

 7/25



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 277,630,000

計 277,630,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 69,068,822 69,068,822
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 69,068,822 69,068,822 ― ―

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
　（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
― 69,068,822 ― 11,626 ― 5,396

　

 

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、株式会社りそな銀行から平成21年４月21日付の大量保有（変更）報告書の

写しの送付があり、平成21年４月15日現在で4,726千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿

の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、株式会社りそな銀行の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

　　大量保有者　　　　　株式会社りそな銀行

　　住所　　　　　　　　大阪市中央区備後町２丁目２番１号

　　保有株式等の数　　　株式　4,726,000株

　　株券等保有割合　　　6.84％　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 　309,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　68,369,000 68,369 ―

単元未満株式 普通株式 　　390,822 ― ―

発行済株式総数 69,068,822 ― ―

総株主の議決権 ― 68,369 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式704株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

中国塗料株式会社

広島県大竹市

明治新開１番７
309,000 ― 309,000 0.45

計 ― 309,000 ― 309,000 0.45

　 

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

最高 （円） 640 633 683

最低 （円） 552 551 600

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。　

　 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

中国塗料株式会社(E00897)

四半期報告書

11/25



１ 【四半期連結財務諸表】
 (1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,115 8,625

受取手形及び売掛金 34,892 34,891

商品及び製品 9,671 9,525

仕掛品 432 505

原材料及び貯蔵品 5,716 5,972

繰延税金資産 760 841

その他 825 912

貸倒引当金 △648 △645

流動資産合計 61,765 60,629

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,381

※1
 6,280

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 2,684

※1
 2,589

土地 13,141 13,124

その他（純額） ※1
 2,085

※1
 1,843

有形固定資産合計 24,292 23,837

無形固定資産 847 843

投資その他の資産

投資有価証券 5,616 4,958

繰延税金資産 315 380

その他 1,085 1,132

貸倒引当金 △3 △5

投資その他の資産合計 7,014 6,465

固定資産合計 32,154 31,146

資産合計 93,920 91,776

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,349 13,193

短期借入金 25,897 24,939

1年内返済予定の長期借入金 142 149

未払金 3,151 2,748

未払法人税等 1,030 785

賞与引当金 167 83

役員賞与引当金 18 －

製品保証引当金 109 127

その他 2,027 2,322

流動負債合計 43,894 44,351
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

固定負債

長期借入金 2,971 3,001

長期未払金 295 295

繰延税金負債 141 33

再評価に係る繰延税金負債 3,026 3,026

退職給付引当金 643 659

その他 396 393

固定負債合計 7,475 7,410

負債合計 51,370 51,762

純資産の部

株主資本

資本金 11,626 11,626

資本剰余金 7,783 7,783

利益剰余金 21,946 21,210

自己株式 △189 △187

株主資本合計 41,166 40,433

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 436 △15

土地再評価差額金 3,168 3,168

為替換算調整勘定 △4,609 △5,735

評価・換算差額等合計 △1,004 △2,581

少数株主持分 2,388 2,161

純資産合計 42,550 40,013

負債純資産合計 93,920 91,776
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 (2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 25,057 19,806

売上原価 17,977 12,884

売上総利益 7,080 6,921

販売費及び一般管理費 ※1
 5,112

※1
 4,811

営業利益 1,968 2,109

営業外収益

受取利息 24 8

受取配当金 116 94

受取ロイヤリティー 18 17

技術指導料 23 33

その他 209 65

営業外収益合計 391 219

営業外費用

支払利息 218 109

為替差損 114 11

その他 102 59

営業外費用合計 435 180

経常利益 1,925 2,148

特別利益

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 21 －

製品保証引当金戻入額 － 1

その他 2 0

特別利益合計 24 3

特別損失

固定資産売却損 2 0

特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純利益 1,946 2,151

法人税、住民税及び事業税 378 684

法人税等調整額 △95 54

法人税等合計 283 739

少数株主利益 164 196

四半期純利益 1,498 1,216
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 (3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,946 2,151

減価償却費 354 382

のれん償却額 5 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 △26

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30 △19

その他の引当金の増減額（△は減少） 105 87

受取利息及び受取配当金 △140 △103

支払利息 218 109

為替差損益（△は益） △17 29

固定資産売却損益（△は益） 2 △0

売上債権の増減額（△は増加） △321 2,248

たな卸資産の増減額（△は増加） △387 703

仕入債務の増減額（△は減少） 1,880 △2,182

長期未払金の増減額（△は減少） △21 －

その他 △2,517 △919

小計 1,113 2,467

利息及び配当金の受取額 139 103

利息の支払額 △215 △101

法人税等の支払額 △1,261 △404

営業活動によるキャッシュ・フロー △223 2,064

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7 △30

固定資産の取得による支出 △539 △529

固定資産の売却による収入 14 2

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 － 1

子会社株式の取得による支出 △286 －

その他 △5 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △827 △562

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,948 168

長期借入金の返済による支出 △32 △37

自己株式の売却による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △4 △2

配当金の支払額 △422 △427

少数株主への配当金の支払額 △94 △88

少数株主からの払込みによる収入 － 36

その他 △9 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,385 △363

現金及び現金同等物に係る換算差額 △90 319

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 243 1,457

現金及び現金同等物の期首残高 7,858 8,591

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,102

※1
 10,049
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

会計処理基準に関する事

項の変更

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第

１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当

第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。この変更

が損益に与える影響はありません。

　

 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」及び

「製品保証引当金戻入額」は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記する

こととしました。なお、前第１四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」及び「製品

保証引当金戻入額」は、それぞれ０百万円、１百万円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

固定資産の減価償却費の

算定方法　

　定率法を採用している有形固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　該当事項はありません。

　

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 18,965百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 18,498百万円

２　偶発債務

保証債務

特約店への売上債権の回収に対する保証

２　偶発債務

保証債務

特約店への売上債権の回収に対する保証

三菱商事㈱ 1,283百万円 三菱商事㈱ 1,242百万円

３　手形割引高及び裏書譲渡高 ３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 1,500百万円 受取手形割引高 2,516百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

減価償却費 87百万円

賞与引当金繰入額 59〃

退職給付費用 130〃

役員報酬及び従業員給料等 1,553〃

運送費 949〃

販売手数料 517〃

役員賞与引当金繰入額 18〃

減価償却費 113百万円

貸倒引当金繰入額 37〃

賞与引当金繰入額 51〃

退職給付費用 113〃

役員報酬及び従業員給料等 1,517〃

運送費 807〃

販売手数料 547〃

役員賞与引当金繰入額 18〃

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）　

現金及び預金 8,229百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △127〃

現金及び現金同等物 8,102百万円

現金及び預金 10,115百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △66〃

現金及び現金同等物 10,049百万円

 

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　　69,068,822株　　　　　　

 

２　自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　　 313,423株　　　

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 481 7.00平成21年３月31日平成21年６月26日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
塗料関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 24,924 132 25,057 ― 25,057

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
― 65 65 (　65) ―

計 24,924 198 25,123 (　65) 25,057

営業利益 2,300 78 2,379 ( 411) 1,968

　 

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
塗料関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 19,711 94 19,806 ― 19,806

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
2 96 98 (　98) ―

計 19,713 191 19,904 (　98) 19,806

営業利益 2,445 57 2,503 ( 394) 2,109

　（注）１　事業区分の方法

提出会社の事業区分の方法は、製品の種類・性質及び販売方法等の類似性を考慮し、塗料販売及び塗装請負

・塗装技術サービスの塗料関連事業と、その他の事業に区分しております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

塗料関連事業
船底塗料、合成樹脂塗料、シンナー及びその他の塗料、塗装請負、塗装技術

サービス

その他の事業 不動産賃貸及び管理、ゴルフ練習場運営、電算機ソフトウェア開発等

３　会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１ (1）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）を適用しております。これに伴い、従来の方法によった場合と比べ、営業利益が塗料関連

事業で26百万円減少しております。

４　追加情報

　前第１四半期連結累計期間　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数の見直しを行なっております。これに伴い、従来の方

法によった場合と比べ、営業利益が塗料関連事業で４百万円減少しております。

　

 

EDINET提出書類

中国塗料株式会社(E00897)

四半期報告書

18/25



【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

　　売上高
10,334 12,394 2,329 25,057 ― 25,057

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,888 1,588 152 3,629 ( 3,629) ―

計 12,222 13,982 2,481 28,686 ( 3,629) 25,057

営業利益又は

営業損失（△）
714 1,148 △80 1,782 185 1,968

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する

　　売上高
10,771 7,212 1,822 19,806 ― 19,806

(2）セグメント間の内部

　　売上高又は振替高
1,147 1,352 115 2,614 ( 2,614) ―

計 11,919 8,564 1,937 22,420( 2,614) 19,806

営業利益又は

営業損失（△）
1,343 894 △224 2,012 96 2,109

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア：中国、シンガポール、香港、韓国、台湾、タイ、マレーシア、インドネシア

(2）その他の地域：オランダ、アメリカ、イギリス

３　会計処理の方法の変更

　前第１四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１ (1）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）を適用しております。これに伴い、従来の方法によった場合と比べ、営業利益が日本で26

百万円減少しております。

４　追加情報

　前第１四半期連結累計期間　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数の見直しを行なっております。これに伴い、従来の方

法によった場合と比べ、営業利益が日本で４百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 12,392 2,341 14,734

Ⅱ　連結売上高（百万円）   25,057

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
49.5 9.3 58.8

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,197 1,842 9,039

Ⅱ　連結売上高（百万円）   19,806

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
36.3 9.3 45.6

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア：中国、シンガポール、香港、韓国、台湾、タイ、マレーシア、インドネシア、オセアニア

(2）その他の地域：オランダ、アメリカ、イギリス、アフリカ

３　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 １株当たり純資産額 584.12円  １株当たり純資産額 550.49円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 42,550 40,013

普通株式に係る純資産（百万円） 40,161 37,851

差額の主な内訳（百万円） 　 　

　少数株主持分 2,388 2,161

普通株式の発行済株式数（株） 69,068,822 69,068,822

普通株式の自己株式数（株） 313,423 309,704

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（株）
68,755,399 68,759,118

 

２　１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21.77円 １株当たり四半期純利益金額 17.69円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純利益

（百万円）
1,498 1,216

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,498 1,216

普通株式の期中平均株式数（株） 68,814,891 68,757,351

 

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成20年８月13日

中国塗料株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　秀法　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　　均　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中国塗料株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中国塗料株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成21年８月14日

中国塗料株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　秀法　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　　均　印

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中国塗料株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中国塗料株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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